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郵政民営化委員会（第２２２回）議事録 
 

日 時：令和２年11月25日（水）13：29～16：23 

開催方法：Web会議 

出席者：岩田委員長、米澤委員長代理、老川委員、清原委員、三村委員 

    日本郵政株式会社 増田取締役兼代表執行役社長、谷垣専務執行役、 

飯塚専務執行役、大角経営企画部部付部長 

    日本郵便株式会社 上尾崎執行役員、小川執行役員 

    株式会社ゆうちょ銀行 新村常務執行役、岸執行役 

株式会社かんぽ生命保険 宮本執行役経営企画部長、西沢主計部長 

 

○岩田委員長 それでは、皆さんお揃いになりましたので、ただいまより「郵政民営化委

員会」第222回をウェブ会議で開催いたします。 

 本日、委員５名中５名の出席をいただいておりますので、定足数を満たしております。 

 それでは、本日の議事に入ります。 

 日本郵政グループの2021年３月期第２四半期決算及び2020年度第２四半期の貯金残高に

ついて、資料番号順に御説明いただいた後、一括して質疑を行いたいと思います。全体を

20分以内で終わるよう、ゆうちょ銀行から順にポイントを絞って簡潔に説明をお願いいた

します。 

 それでは、お願いいたします。 

○新村常務執行役 ゆうちょ銀行の新村でございます。よろしくお願いいたします。 

 資料は、今ほどありました資料222－１－１、第２四半期（中間期）決算の状況について

報告いたします。 

 ２ページ目を見ていただけますでしょうか。「１．決算の概要」でございます。 

 コロナウイルスの影響、低金利環境の継続等がございまして、二行目の「連結」の数字

を見ていただきますと、一番右でございますが、親会社株主純利益は1,242億円ということ

で、前中間期に比べますと206億円の減益という形になってございます。 

 ただ、コロナショックの市況の改善と当局の対応によって短期金利が低下しました結果、

調達コストも減少してございまして、そういう意味では第１四半期においては446億円の減

益という形でございましたので、そちらからは改善したという形になってございます。 

 一言で申し上げると、４－６月の最悪期は脱した。そして、改善しているところである

けれども、前年同期比で見ると、まだキャッチアップし切れていないという状況でござい

ます。 

 記載がございませんけれども、修正前の計画比で見ると、進捗率は62％程度ということ

でございます。 

 ３ページ目で「２．損益の状況」で、前年同期比での増減の数字も記載させていただい
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てございます。 

 資金利益は807億円の減少で、役務取引等利益についても10億円の減少でございましたが、

その他業務利益のところで、外国証券の償還に伴う為替差益の実現により外国為替売買損

益が増加したことによって、その他業務利益が増加し、経費の減少と合わせ、結果的には

業務純益ベースでは、わずかでございますが、23億円の増益という形になってございます。 

 ただ、臨時損益のところは金銭の信託で運用している国内株式の減損を主因に減益にな

ってございまして、これに伴いまして、先ほど申し上げましたとおり、純利益・経常利益

ベースで前年同期比ではまだ追いつけていないという状況になっているということでござ

います。 

 ４ページ目を見ていただきますと、少し細かく記載してございますけれども、右側に国

内業務部門と国際業務部門のそれぞれの資金利益の状況について記載させていただいてお

ります。 

 引き続き利ざやは低下している状況ではございますが、特に国際業務部門のほうを見て

いただきますと、外国証券利息というところがございますが、こちらにつきましてマイナ

ス787億円と、引き続き減少傾向ではございますけれども、その下にございます資金調達費

用というところも621億円減少してございます。こちらは先ほど申し上げましたが、米国の

短期金利が下がったことで調達コストが低下したため、国際業務部門の資金利益の減少に

ついては一定の歯止めがかかったような形になってございます。 

 市況が大きく変動したことによって投資信託からの分配金が特別分配金となり、収益と

して認識できないというケースがありますが、第１四半期においてはこうした特別分配金

が477億円ございました。この第２四半期においてはこれが175億円という形で300億円程度

改善してございまして、こうした効果も国際業務部門の資金利益減少の歯止めにつながっ

たと考えてございます。 

 ５ページ目で、次に役務取引等利益のところを見ていただきます。 

 10億円の減少という形でございますが、右側の表を見ていただきますと、為替・決済関

連手数料、ATM関連手数料等で増益になっている一方で、投資信託関連手数料が販売額の減

少に伴って45億円ほど減少してございまして、これを主因に全体としては減少という形に

なってございます。 

 ６ページ目の経費につきましては、引き続き効率的な運用ということで、全体として103

億円の改善という形になってございます。 

 ７ページ目は「６．バランスシートの状況」を書いてございます。 

 市況が改善しました関係で、総資産も222.2兆円という形で、前期末比で11兆円余り増加

してございます。 

 一番下の純資産のところ、評価・換算差額等合計という分かりにくい言葉がございます

が、こちらが投資している有価証券の時価が増加したことによって含み益が増えてござい

まして、これの税効果適用後の部分が自己資本の増加となってございます。２兆円ほど自
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己資本が増加したので、純資産の部が11兆円まで改善したという形になってございます。 

 ８ページ目、貯金についてはのちほど説明いたします。 

 ９ページ目の「８．資産運用の状況」をご覧ください。 

 表を見ていただきますと、上から二番目に国債がございますが、こちらは52.8兆円の

24.1％で、引き続き過去最低の水準ということで、追加の投資はしておりますけれども、

償還には追いついていけずに、減少トレンドが継続しています。 

 少し下にあります外国証券等というところにつきましては70.2兆円、構成比率が32％で、

これはいずれも過去最高の数字でございます。 

  10ページ目を見ていただきますと、市況の改善により、投資しております有価証券の

評価益が増加している状況でございます。 

 表の2020年９月末のところの一番下を見ていただきますと2.8兆円の評価益ということ

で、前期は評価損になっておりましたので、結果的には2.9兆円余りの改善になっており、

これが先ほど申し上げた財務の改善につながったということでございます。 

 11ページ、自己資本比率はあまり大きな動きはございません。15.73％でございます。 

 ここまでのところで一つトピックス的に申し上げますと、皆様に御心配・御迷惑をおか

けしております不正送金関係の決算影響でございますが、前後して申し訳ありませんが、

５ページ目で申し上げました役務取引等利益の状況の為替・決済関連手数料。ここに即時

振替サービスの手数料が入ってございます。 

 金額的な影響はそれほど大きくはありませんが、引き続ききちんと対応をしていきたい

と考えております。 

 次に、14ページを見ていただきますと、こちらは「１．通期業績予想の修正」で、表と

して下に2020年度の当初予想と今回の修正予想の数字を載せてございます。 

 第１四半期決算のときに申し上げましたが、当初予想につきましては、信用スプレッド

の拡大が継続するという予測に基づいておりましたので、やや保守的に投資信託の特別分

配金が高水準で継続するということを想定しておりましたけれども、現状、これが大幅に

減少しておりまして、期末に向けて市場がおおむね横ばいで推移するという予想に変更し

たことから、表の一番上にございます資金収支等のところを850億円上方に修正し、これを

主因に当期純利益ベースでも700億円上方修正してございます。 

 15ページは、上方修正した業績の予想値を踏まえて、従来未定とさせていただいており

ました配当につきまして、一株当たり50円の予想という形にさせていただきました。 

 私からは以上です。 

○岸執行役 引き続きまして、2020年度第２四半期の貯金残高について説明させていただ

きます。資料222－１－２になります。 

 まず、１ページを御覧ください。個人貯金等の全体では、表のＡの部分になりますけれ

ども、2020年３月末対比で4.3兆円増加の183.6兆円となっております。こちらにつきまし

ては、昨年の0.5兆円の増加から増加幅が増えておりますが、特別定額給付金等の入金によ



4 

 

るものでございます。 

 貯金の種類を見ましても、まずＢのところ、定期性の貯金については、引き続き減少傾

向が継続しております。Ｃのところの流動性貯金につきましては、特別定額給付金の入金

ですとか、あとは払戻しの減少によって増加しているところでございます。 

 続きまして、２ページになります。業態別の預貯金残高ですが、当行はグリーンの折れ

線グラフになります。引き続き、他業態との対比では低位で推移しているところでござい

ます。 

 ３ページ、４ページにつきましては参考データでございます。こちらは大きな動きはご

ざいません。 

 簡単ではございますが、以上です。 

○西沢主計部長 それでは、引き続きまして、資料222－１－３、かんぽ生命保険の決算に

つきまして説明させていただきます。 

 １ページ目を御覧ください。１ページ目に「中間決算サマリー」ということで五点記載

させていただいております。 

 上の二つの項目につきまして説明させていただきます。まず、一点目は経常利益でござ

いますが、前年同期で比べますと212億円増加の1,627億円となっております。中間純利益

につきましても、前年同期と対比しますと173億円増加の936億円となっております。こち

らにつきましては、過去からの説明と重複しているところがございますが、新契約が減少

していることに伴いまして事業費が減少しておりまして、それに伴って経常利益、中間純

利益が増えているというふうになっております。 

 この経常利益、中間純利益の前年同期比のところの箱の中に通期業績予想を記載させて

いただいております。経常利益でいきますと、通期業績予想が2,000億円に対しまして、今

期、この中間期までで1,627億円ということで、進捗率が80％を超えている。中間純利益に

つきましても、通期業績予想に対比しまして進捗率が75％となっているという状況でござ

います。 

 こちらにつきましては、右のほうに記載させていただいておりますが、2021年３月期の

業績予想の策定にあたりまして、2020年３月末の経済前提を用いておりまして、その結果、

株式市場がこの前提と比べて大きく上昇しているというところがございまして、株式の減

損を相応に想定していたところ、実際、そこまでは発生していなかったというのがこの中

間期の状況ということで進捗率が高くなっています。 

 もう一点が、保険金等の支払いです。こちらのほうですが、こちらは想定していたより

は少ないというのがこの中間期までの現状でございますが、そういうふうに分析しており

まして、経常利益、当期純利益とも、業績予想対比で高い進捗率となっているところでご

ざいます。 

 その次に、契約の状況につきまして説明させていただきます。新契約の年換算保険料に

つきましては個人保険で150億円ということで、前年同期と比べて９割減の水準という状況
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でございます。第三分野につきましても同様に大きく減少しているところでございます。 

 これを受けまして、保有契約につきましても引き続き減少が続いている状況でございま

す。こちらは昨年の７月中旬以降、この上期におきましても積極的な営業活動を自粛とい

う形をしておりまして、それによって大きく減っているというふうに御覧いただきたいと

思っております。 

 最後に、EVという数字がございます。こちらは生命保険会社の企業価値を示す指標とい

うもので、その指標の一つでございますが、今期につきましては、この９月末につきまし

ては前期末と比べまして金利、株価ともに上昇しておりまして、将来得られるであろう利

益という部分が増えているということでEVが増加しているというふうになっております。 

 次に、２ページを御覧ください。こちらのほうは損益計算書等がありまして数字がたく

さん並んでおりますが、一点だけ説明させていただきます。左の表の真ん中辺りに「事業

費等」というところがございます。こちらが昨年同期と比べまして621億円減少の2,467億

円となっておりまして、これは費用が減少しているというところになっております。 

 その結果、その下の経常利益の部分が増加、表の一番下の中間純利益が増加となってお

ります。 

 その次に、資料を飛んで見ていただきまして、４ページを御覧ください。こちらが契約

の状況でございます。 

 左のグラフが個人保険の新契約年換算保険料で、150億円の新契約年換算保険料となって

おります。前年同期と比べまして88.6％の減少となっているというところでございます。 

 少し飛んでいただきまして、６ページを御覧ください。こちらが資産運用の状況でござ

います。 

 左のほうに資産構成というふうに記載させていただいておりますが、一番上の部分が公

社債ということで、我々、かんぽ生命保険につきましては長期の負債を持っているという

ことで、資産側につきましても長い固定の金利の資産を持つというALMの観点がありまして、

７割程度を公社債で運用しているという状況でございます。 

 ただ、リスクを取って、やはり収益も取らないといけないということで、収益追求資産

ということで真ん中辺りに記載させていただいておりますが、こちらのほうも過去から

徐々に増やしてきたという経緯でございますが、この９月末につきましては投資資産の占

率でいきますと14.9％となっております。こちらは３月末対比で、３月末につきましては

13.9％ですので増加しているというふうに見えるかと思いますが、実際、この中身を見て

みますと、含み益が増加しているという効果がかなり多くなっておりまして、特にすぐ下

に国内株式がございますが、こちらのほうにつきましても株価が上昇しているということ

で増加しているところでございます。 

 少し資料を飛ばさせていただきまして、８ページを御覧ください。「経費の状況」でご

ざいます。 

 経費のほうで、前年同期と比べますと573億円減少の1,962億円が事業費となっておりま



6 

 

す。この大きな要因につきましては、そのすぐ下の委託手数料というところがございます

が、さらにそのすぐ下の新契約に係る手数料が大きく減っているということが御覧になら

れるかと思っております。 

 その次の９ページを御覧ください。９ページにつきましては「健全性の状況」を記載し

ております。 

 右のほうに表としまして連結ソルベンシー・マージン比率ということで、生命保険会社

の一般的な健全性を示す指標の一つでありますソルベンシー・マージン比率を記載してお

りますが、こちらのほうにつきましては1,138％ということで、３月末と比べて若干増加と

いう形になっていまして、引き続き十分な水準を確保しているところでございます。 

 その次に、10ページを御覧ください。そちらが先ほど簡単に御説明させていただきまし

てEVと呼んでいるものでございます。 

 こちらのほうで、９月末では３兆7,341億円ということで、３月末と比べますと4,098億

円の増加となっております。 

 この大きな増加の要因としては、その下のほうで保有契約価値というところがございま

す。こちらのほうが3,194億円の増加となっておりまして、こちらの増加要因としましては、

将来の金利が上昇した、もしくは株価が上昇したということで、将来の収益が増えると見

込んでいる部分が増加要因になっております。 

 その下に「新契約価値」と記載している部分がございますが、こちらのほうにつきまし

ては今期、この上期につきましては新契約がかなり取れていないということもございまし

て小さい数字ということで、本来であればここの数字で、新契約によって将来得られる利

益によって企業価値が成長するということでございますが、現状としてはこの部分がそれ

ほど大きな数字になっていないというところでございます。 

 最後に、11ページを御覧ください。こちらは連結業績予想について記載させていただい

ております。 

 この上期につきましては、業績予想対比で高い進捗率となっておりますが、左の上の枠

の二番目の水色の四角で囲った部分でございますが、しかしながら、新型コロナウイルス

感染症の影響が不透明であるということで、今後も引き続き、株価の低下や保険金等支払

いの増加の可能性がありますので、経常利益、当期純利益につきましては、現時点では業

績予想の修正は行わないというふうにしております。 

 かんぽ生命保険の説明は以上でございます。 

○上尾崎執行役員 続きまして、日本郵便から説明させていただきます。資料は222－１－

４でございます。 

 ２ページをお願いいたします。郵便・物流事業から御説明申し上げます。 

 右下の経営成績表、営業収益が前年対比279億円の減少、一番下の営業利益が218億円減

の64億円という形で、減収減益でございました。 

 その上の取扱数量の推移ですが、一番上に書いてありますとおり、全体は7.7％減。主に
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郵便、ゆうメールが10％近い減少と、いずれも新型コロナウイルスの感染拡大による経済

活動への影響と見てございます。一方、その上ゆうパックにつきましては、巣ごもり消費

増によりまして21.0％増という内容でございました。 

 左側の営業利益の増減分析を御覧ください。左から二番目、減収の内訳で、普通郵便、

国際郵便が大幅減少でございますが、一方で荷物につきましてはプラスでございました。

その右、人件費を中心に、業務量に応じたコストコントロールに取り組みましたが、営業

利益は減益となったものでございます。 

 次の３ページにお進みください。金融窓口事業でございます。 

 こちらも右下の経営成績表を御覧ください。営業収益は488億円の大幅減でございました。

一番下、営業利益は132億円減の228億円となり、減収減益でございました。 

 減収につきましては、左側の営業利益の増減分析の左から二番目、受託手数料の内訳、

保険手数料が416億円と大きく落ちたのが主因でございます。また、中ほどのその他収益の

物販事業、提携金融事業も減少しております。その右の人件費、経費等はかんぽ商品の販

売に係る営業手当の減少等もございましたけれども、結果として営業利益は減益となった

ものでございます。 

 次の４ページを御覧ください。国際物流事業、トールでございます。 

 右側の経営成績表、上段の豪ドル単位で申し上げます。営業収益につきましては、8億

6,900万豪ドル増の50億9,800万豪ドルでございました。ロジスティクス事業のアジア部門

におけます新型コロナウイルス感染予防対策物資の大口取扱いが第１四半期に続き第２四

半期も計上されました結果、大幅な増収になったものでございます。 

 ただし、こちらの収入につきましては物品の代金も含まれており、こちらの影響がその

下の営業費用の増加、経費の増加に大きく反映されてございまして、経費が9億7,500万豪

ドル増加したということ、加えて、エクスプレス事業のコスト削減が減収を跳ね返せなか

ったということで、一番下の営業損益、EBITにつきましては2,000万豪ドル減の8,400万豪

ドルの赤字という形でございました。 

 左側の事業別の営業損益の推移のとおり、エクスプレスの減益幅のみ拡大いたしました。 

 次の５ページをご覧ください。日本郵便全体の決算でございます。 

 こちらにつきましては、営業収益が結果としまして243億円減、中ほどの営業利益が387

億円減の180億円、３事業とも減益という形でございました。その下、経常利益、中間純利

益までは黒字を維持しましたが、一番下の中間純損益に関しましては日本郵便単体で65歳

定年延長に伴う課税所得の増加という影響がございまして、減益ながら逆に法人税等が増

加した結果、65億円の赤字に着地したものでございます。赤字は３期ぶりでございます。 

 日本郵便からは以上でございます。 

○谷垣専務執行役 それでは、お手元の資料を見ていただきたいと思いますけれども、１

ページ目のグループ連結の概要でございます。 

 経常収益５兆6,391億円で、前中間期比5.5％の減収でありますが、説明がございました
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ように、日本郵便、ゆうちょ銀行、かんぽ生命保険、いずれも減収でございまして、収入

面に関しては厳しい傾向が続いていると認識してございます。 

 経常利益は、3,606億円で10.4％の減益。その下の中間純利益は前中間期比24.4％の減益

の1,789億円となりました。 

 各社別に見ますと、日本郵便は赤字転落、ゆうちょ銀行は減益でございますけれども、

かんぽ生命保険は、説明がありましたように、新契約の減少に伴います事業費の減少等に

よりまして、経常利益、純利益ともに増益になっているということでございます。 

 通期業績予想に対する中間進捗率、下の欄で、当期純利益2,800億円の予想に対しまして

中間期は1,789億円で、63.9％の進捗率となっているところでございます。御覧のとおり、

ゆうちょ銀行が62.1％、かんぽ生命保険が75.5％の進捗でございます。 

 続きまして、12ページを御覧いただきたいと思いますが、12ページは通期業績予想の修

正等でございます。 

 ゆうちょ銀行から説明がございましたように、資金収支等の増加見込みを受けまして、

業績予想、ゆうちょ銀行は純利益で700億円上方修正するということを発表してございます

けれども、当社はゆうちょ銀行株式の89％の株式を保有してございますので、当社につき

ましても５月に公表した通期業績予想と比べて600億円増の3,400億円に上方修正すること

といたしました。 

 その下の株主還元でございますが、当社は剰余金の配当につきましては安定的な配当を

目指すとしておりまして、今期も現在進行中の中期経営計画に基づきました年間配当50円

を目指すという基本方針を維持してございまして、その確保に最大限努力をしているとこ

ろでございます。今年５月に公表しました2021年３月期の配当予想におきましては、新型

コロナウイルスの感染症による影響を主因とする厳しい経営環境を考えまして、中間配当

は行わず、期末手当の額につきましては、今後の業績動向を見極めつつ検討するというこ

とで未定としておりましたけれども、今般、今後の業績動向に一定のめどが立ちましたこ

とから、修正後の業績予想と配当の安定性等を総合的に勘案して、2021年３月期の期末配

当予想を一株当たり50円と修正することといたしました。 

 グループ連結の中間決算等につきましての説明は以上でございます。 

○岩田委員長 ありがとうございます。 

 それでは、質疑に入りたいと思います。 

 ただいまの御説明に対して、御質問等がありましたら、お願いいたします。 

○老川委員 御説明ありがとうございました。 

 私は一点だけお伺いします。資料222－１－４の４ページ目のトール社についてお伺いし

ます。新聞報道等でトール社の一部を売却するというふうに伝えられておりますが、具体

的にどの部分をどうされるのか。それから、それはどういう判断に基づいてやるのか。そ

れによってどういう効果を期待されるのか。その点をちょっと御説明していただきたいと

思います。 
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○上尾崎執行役員 それでは、老川委員からトールの一部売却についての御質問をいただ

いております。 

 先般、11月の頭にエクスプレス事業に関しまして売却を検討すると発表させていただい

ております。御覧のとおり、エクスプレス事業は非常に厳しい状況が続いております。ト

ールに関しましては取捨選択をしながら、これまでも事業の仕分けを進めてきたわけでご

ざいますが、今般、エクスプレス事業に限りまして売却を検討するという結論に至ったも

のでございます。 

 こちらは赤字の事業でございますので、こちらを売却することによりまして、残る事業

につきましては、アジアを中心とした国際物流事業をさらに伸ばしていけると考えて売却

に至ったものでございます。 

 説明は以上でございます。 

○老川委員 今の点でもう一回伺いたいのですが、エクスプレス事業というものは要する

にオーストラリアの国内の物流ということなのかなと思うのですが、日本などの場合を見

ていると、コロナの影響で物流はむしろ郵便物よりも、いわゆる荷物の扱いが非常に増え

ているということなのですが、トール社の場合は逆に前期に比べて３倍ぐらい赤字が増え

ている。こういうことで、これはどうしてなのか。それから、将来的にここはもう期待で

きない。こういう判断なのかなと思うのですが、その辺の根拠を教えていただきたいと思

います。 

○上尾崎執行役員 日本郵便からお答えいたします。 

 トール社のエクスプレス事業につきましては、主にオーストラリア国内のいわゆるB to B

が主体でございます。今現在、世界的にECを中心にB to Cの事業については非常に好調と

思われますが、B to Bは物の動きが非常に停滞するということもございまして、どこの国

でも不調ということでございます。したがいまして、B to B主体のトールのエクスプレス

事業に関しましては、やや先行きについて見通しが描きづらいというところがあり、こう

いう議論に至ったものでございます。 

○三村委員 かんぽ生命保険に一つ、それから、日本郵便に一つということで質問させて

いただきます。 

 かんぽ生命保険についてなのですが、厳しい状況の中で少しずつ営業を再開されている

状況であると思いますが、４ページを拝見しますとまだまだ厳しいと思います。ただ、こ

ういう状況の中で、どういった点について工夫し、あるいはその点についていろいろな形

で配慮しながら進められているのか。また、お客さんの反応はどうかということについて

お教えいただければと思います。 

 それから、日本郵便についてですが、特に資料222－１－４の２ページということでお伺

いいたします。コロナウイルス感染拡大で経済活動が落ち込んだというから、やはり業績

への影響だと思うのですけれども、郵便とゆうメールも同時に落ちているような感じがい

たしますが、郵便については、長期的に減少ということが、これは依然から確認されてい
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ることですけれども、ゆうメールをどのように考えるかということでございます。これは

あくまで短期的影響なのか、やはりそこには何らかの長期的な影響があり得るのかという

ことであります。 

 それと同時に今のECは、相当に大きく伸びていると思いますが、それに向けてゆうパッ

クも基本的には増加はしているのですけれども、ECについての取組みを、もう少しお願い

できるのではないか。もう少し業績が上がるのではないかと感じられますので、そこにお

ける課題とか問題をどのように考えていらっしゃるかということについてお伺いしたいと

思います。 

○宮本執行役経営企画部長 かんぽ生命保険でございます。 

 10月５日より信頼回復に向けた業務運営ということで、お客様に対して今回の不適正募

集等の問題に関する御迷惑や御心配についておわび申し上げますとともに、御契約内容を

確認させていただくですとか、あるいは各種手続を御案内させていただくという取組をし

ております。 

 現時点では、まだかんぽ商品を積極的に販売・勧奨するようなことはしておりませんの

で、10月以降も特に販売量が増えているとか、そういうことはないわけでございますけれ

ども、お客様からは厳しいお言葉もあれば励ましのお言葉もいただくことも多くなってご

ざいますので、徐々にお客様に対してきちんと当社の商品がお役に立つということをお伝

えしなければならないような状況になっていくのではないかと考えてございます。 

 今年度に関しましては、このような活動を続けていくと考えておりますが、来年度以降

は次期中期経営計画の期間に入ってまいりますので、またお客様との対話の中から前向き

な取組を増やしていけるようにしていきたいと思ってございます。 

○小川執行役員 日本郵便の小川です。三村委員からの御質問にお答えいたします。 

 まず、一点目はゆうメールの動向についての御質問でした。ゆうメールの中心となって

いますのは、ダイレクトメールのようなものが多いものですから、今回は新型コロナウイ

ルスの影響を受けて減少したものと考えております。今後についてですが、郵便のように

電子化が一挙に進むとは考えていないのですけれども、これからそんなに大きく成長する

分野でもないと考えておりまして、そういう緩やかな減少ではないかなと考えているとこ

ろです。 

 二点目はeコマースとか、荷物、ゆうパックなどの今後の取組と可能性ということでござ

いました。この分野は、マーケットとしては非常に伸びる分野と考えておりますが、競合

他社があり、それから、超大口のeコマース事業者に対しては自前での配達・配送というも

のを構築しようとしており、非常に競争環境は厳しいと認識しております。 

 一方で、我々は人手不足の問題ですとかがございますので、例えばAIですとか、テレマ

ティクスのような先端技術を活用することによるローコストでのオペレーションの構築、

それから、今はスマホ割ですとか、簡単に差し出しですとか、もしくは受取時間をスマホ

で変更できるなど、こうした分野での利便性を高めるための構築、もしくはeコマース事業
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者に対してのソリューション営業という配送以外の部分でサービスを提供できるようなこ

との取組を進めているということで、このeコマースに対しての成長、私ども、特に小さい

荷物の配送が得意分野でありますが、そうしたものの取り込みというものを進めてまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○米澤委員 御説明、どうもありがとうございます。 

 ちょっと確認の質問なのですけれども、ゆうちょ銀行とかんぽ生命保険にお願いしたい

と思います。 

 ゆうちょ銀行のほうは、資料222－１－１の14ページの「１．通期業績予想の修正」とい

うことで、上振れのところが書かれていて、それ自体は大変結構だと思うのですけれども、

その一番の理由が海外のクレジットスプレッドの話なのですが、これを確認したいのです

けれども、当初は高止まりしたものがそのまま続くと思われていたので予想を出したので

すが、意外とそれが早く縮まったので利益が出たということで上振れしたというふうに書

かれているのですけれども、そのような状況でよろしいのでしょうか。それがゆうちょ銀

行のほうです。 

 それから、続けて質問しますと、かんぽ生命保険のほうなのですが、相変わらず業務の

停止が利益の支障にならないということがよく分かっていないのですけれども、それなり

の理由は分かったのですが、かんぽ生命保険の資料222－１－３の10ページのEVのところな

のですけれども、ここを見ても増えているわけですね。増えているわけですねというのは、

2020年３月末に比べると増えているということなので、それより前に比べれば減っている

のですが、今回のこの一連の問題がやはりEVに関しては、それ自体はやはり減少させてい

るという理解でよろしいのでしょうか。いや、これも増えている。少なくとも直近は増え

ているのですけれども、ここのところはどのように理解していったらよろしいのか。短期

的には費用が減っているのですから、利益は増えていますというのはよくわかるのですが、

この長期で見て、EVにおいても少なくとも直近が増えているというのはどこから見ても何

かいいことばかりという感じがしているのですけれども、そこのところのちょっと説明を

お願いできればと思っております。 

 以上です。 

○新村常務執行役 ゆうちょ銀行から回答を申し上げます。 

 今、委員の御指摘のとおりでございまして、具体的には資料222－１－１の16ページを見

ていただけますでしょうか。こちらに今回、我々が業績予想を変更した際の市場の見通し、

以前の見通しと今回の見通しを記載させていただいております。16ページの右側に米国の

IG、信用力の高いところの社債のスプレッド。その下に米国のHY、ややリスクが高いとこ

ろの社債のスプレッドというものがございまして、その動きを記載しております。 

 どちらも同じような動きをしてございますが、下のほうを見ていただきますと、HYのス

プレッドというものは一旦、1,200に近づくところまで駆け上がった後戻してきています。
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我々の従前の予想は灰色の点線でございまして、800を少し下回るようなところで高止まり

して、期末に向けて緩やかに戻ってくる。この間は継続して高い水準で、特別分配金が出

ているという想定でございました。けれども、この青色の実線のところが実際の動きで、

見ていただくとおり、かなり戻りが早く、かつ第２波、第３波の懸念がある中でもスプレ

ッドは、安定しております。今後これがさらに下がるということは想定してございません

けれども、横ばいもしくは少し上がっていくような形に想定を変えたことによって資金収

支の改善幅を見込んだということでございます。 

 以上でございます。 

○宮本執行役経営企画部長 かんぽ生命保険でございます。 

 まず、最初に御質問いただいた会計上の利益で、当社の資料222－１－３の３ページ目に

ございますとおり、前期との比較において利益が上振れた変動要因をこちらに図示してし

おります。 

 一番左から二つ目のバーにございますとおり、事業費の減少幅が保有契約の減少による

影響よりも上回っていることによって増益となっているわけですが、これは前年度は第１

四半期がまだ営業活動をやっておりましたので、事業費、販売費用がかかっていた。今年

度はそれをしていないので販売費用がかかっていないということでございますので、来年

度以降ということになりますと、今期、販売費用がかかっていない分、来期以降、販売費

用がかかれば、ここもマイナスの影響となってまいりますので、将来的には非常に厳しい

状況であり、利益に対しては押し下げ要因であるということで、会計ベースでもそうでご

ざいます。 

 それから、もう一点御質問いただきましたEVに関してでございますけれども、変動要因

は21ページで明らかにしてございます。 

 こちらは前年度末からの比較で書いてございますが、特に今の募集ができていない状況

は、新契約価値というところに現れてございまして、通常でございますとEVの増加の主な

ドライバーとなりますのは、新契約を獲得することによる新契約価値の増大で、通常、こ

こが1,000億円以上の新契約価値があれば、EVの伸び率として我々が目標としております６

～８％という水準に届くわけですけれども、残念ながら、募集ができていないことによっ

てそれが届いていないということでございます。 

 そうではありますが、運用による利益ですとか、リスクの解放分、それから、特にこの

９月末につきましては、経済前提と実績の差異というところに書いてございますが、マー

ケットの影響によってかなり押し上げられた要素もございますので、そういうことによっ

て企業価値ベースのEVは上昇しているということでございます。 

 以上でございます。 

○米澤委員 この21ページの図で経済前提と実績との差異が一番大きな要因ということで、

それは納得しました。ありがとうございます。 

○清原委員 御説明ありがとうございます。 
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 かんぽ生命保険と、それから、日本郵政グループさんに１問ずつ質問させていただきま

す。 

 まず、かんぽ生命保険に伺いますが、ただいま御説明されました新契約については抑制

してきたわけですが、お客様に対して調査をさせていただいたり、個別に対応されたりし

た場合の費用が生じていると思うのですが、それはどの項目に含まれているのでしょうか。

一般的にはそうした取組は特別な取組だったので、経常費用という経常的なものではない

と思うのですが、その経費といいましょうか、それはどのページのどの項目に反映されて

いるでしょうか。教えていただければと思います。 

 つまり、新契約に関わる費用は残念ながら生じなかったのですが、それまでの残念なが

ら御迷惑をおかけしたものに対する回復の対応についての社員の方の働きとか経費とかで

す。 

 それから、日本郵政グループに伺います。ただいまの御報告で、いわゆる株式の配当に

関してでございますけれども、ゆうちょ銀行は50円という金額を定められ、日本郵政グル

ープとしても50円とされたところ、かんぽ生命保険は76円ということで予想を示されてい

ます。もちろん、「今後のコロナウイルスの動向等によって慎重に」という記述もありま

すが、郵政グループとしては、この株式を持っていらっしゃる方の普通配当については、

金額に差があるわけでございまして、かんぽ生命保険の不適正な問題が、大変言いにくい

のですが、日本郵政グループに対する信用を少なからずおとしめられた年度だと思うので

すけれども、かんぽ生命保険の株を持っていらっしゃる方については、引き続き他社より

も高い配当があるという現状です。 

 それはこうした困難があったとしても、会社の持っている一定の力の現れでもあるとは

思うのですが、日本郵政グループとして各社を総合的に御覧になって、この普通配当金額

の違いをどのように受け止められ、そして今後、株式の適時の売却という大きな課題も控

えていることから、株式に関する、この決算を踏まえての認識などについて補足説明をし

ていただくとありがたいです。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○西沢主計部長 かんぽ生命保険のほうについて説明させていただきます。今回、お客様

対応ということでかかった経費といったところでございます。 資料としましては、大変

細かいのですが、かんぽ生命保険の資料222－１－３の14ページの部分に連結貸借対照表と

いうところがございまして、そこのさらに負債の中の一部で、一番下の注に保険金等支払

引当金というところがございます。こちらのほうにつきまして説明させていただきます。 

 今回、お客様対応の利益回復をするために、お客様に将来支払っていくという経費につ

きまして見積もっておりまして、それを引当金というふうに計上しております。これはそ

れなりの金額になっておりまして、財表上も個別に細かいところでは記載しているのです

が、ここでは要約という形にしておりますので、数字まで記載しておりませんが、通常の

公表させていただいている貸借対照表とかにつきましては記載させていただいているとこ
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ろでございます。 

 こちらのほうが保険金等支払引当金としましては、３月末に297億円の引当金を計上して

おります。これは将来、そのぐらい発生するだろうと見込んでいるものでございます。そ

れに対しまして、９月末以降、10月以降に支払うであろうと見込んだのが78億円で、その

差、219億円がそれまでの間に使った、もしくは不要になったような金額でございます。 

 それで、実際使った金額は幾らかというところですが、こちらのほうは158億円がお客様

に支払うために契約措置をしているのですが、その契約措置のためにお客様への支払い等

で使っているものになります。残り60億円が当初見込んでいたよりも実際払う金額が少な

くて済んだということで不要になった金額でございます。このように減っておりますが、

トータルとしては９月末でまだ78億円ありまして、それを今後対応していき、会計上の処

理も行っていくことになります。 

 かんぽ生命保険は以上でございます。 

○谷垣専務執行役 株式の配当の関係でございます。 

 御案内のとおり、私ども、2015年11月４日に株式を３社同時上場しました。そのときの

株価が、日本郵政が1,400円、ゆうちょ銀行が1,450円、かんぽ生命保険は2,200円あったの

です。そういう株価を踏まえて、私ども、その配当を株主の皆様にお約束してございまし

て、私どもは、やはり株式の安定配当というものは一つの株式の魅力と思ってございます

ので、その状態をこの株式上場以降、続けてきたわけでございます。 

 結果として今の株価になっているわけでございまして、確かに不祥事があったわけでご

ざいますが、今の利益水準からこの株価を維持することにしているわけでありまして、逆

に、減配することになりますと、それはそれで大変、株主の皆様方に対して大きな迷惑を

かけることになりますので、減配する必要がないのであれば現状の配当を維持したい。そ

ういう全体の方針を持って現在臨んでいるところでございます。 

 今後とも、この安定配当という特色を維持しながら、株主の皆様には評価いただきたい

と考えているところでございます。 

○清原委員 はい。御説明ありがとうございます。 

 私の発言に、ちょっと誤解があると恐縮ですが、配当をしっかりされることがやはり株

式を公開している上場企業の責任だと思っていますので、私はそのことを問題視している

ということでは全然ございません。郵政グループとして各社が応分に良い配当を出してい

ただくのがむしろ望ましいと思っておりますし、それが責任だと思っております。 

 ただ、印象として、なかなか辛いところですが、かんぽ生命保険の配当額が高いので、

できる限り、厳しい経営の中ですが、ゆうちょ銀行も日本郵政におかれても、かんぽ生命

保険の配当の金額に近づくような御努力をしていただけたらなどという思いでございまし

て、全体としての総合力で、ぜひ株主の皆様の信頼を維持していただき、向上していただ

き、より民営化の評価を高めていただくことを期待しているところです。 

 なお、私、かんぽ生命保険の経費につきましては、こういう「保険金支払いの引当金」
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などという項目ではなくて、一般庶民感覚ですと、新規契約に使う事務費ではなくて、「顧

客の皆様の信頼回復のためにかかる、いわゆる事務費」的なものがあるのではないかなと

いうふうに拝察したわけでございます。全てが保険金の支払いという形で象徴的に現れる

ものではないのではないかなと思っています。説明に必要なパンフレットであるとか、あ

るいは社員の皆様が新規の勧誘ができない中、丁寧に対応された、そういうお仕事そのも

のも大変有意義なものであるとは思っておりますし、どうしてもこの外形的な項目ですと

埋もれてしまうかもしれない内容でございますので、数字では表れにくいものもあるかも

しれませんが、できる限り信用回復の取組についても、後に分かるように数字化されたも

のが残っているといいなと感じて質問させていただいた次第です。 

 御回答、どうもありがとうございます。 

○岩田委員長 ありがとうございます。 

 それでは、私のほうから質問いたしたいと思います。ちょっとテクニカルなことでお伺

いしたいことがまずございます。 

 一つは日本郵政の資料222－１－４でありますが、５ページ目の「日本郵便 決算の概要

（まとめ）」で、左側の中間純損益の内訳を見ますと、これは法人税が68億円ほど増えて、

ちょうどそれに見合った分ぐらいが中間純損益という形になっているのですが、法人税が

どうしてこんなに増えるのか。つまり、収益はそんなに変わっていないと思うのですが、

何か特殊な理由があったので、その他の中に何かあるのかもしれませんが、それは何か理

由があるのでしょうか。法人税がこれだけ増えた理由です。 

 二つ目は、やはりテクニカルなのですが、同じ日本郵政の資料222－１－４の３ページで

収益構造の金融窓口事業ということなのですが、右側の図の「収益構造の推移」というも

のを拝見しますと、とても大きいのは基本的には銀行の手数料と保険の手数料。これを合

わせると2,700～2,800億円で、ここに書いてある銀行手数料、保険手数料というものは明

らかにそれぞれゆうちょ銀行とかんぽ生命保険がそれぞれ委託手数料としてお払いになっ

ている金額に対応するものだというふうに理解しておりますが、分からないのは、例えば

銀行、金融関係でも、アフラック生命保険でも、ほかの保険会社でもあるのですが、この

図で言うとそういう提携金融事業というものがここでは52億円となっているのですが、こ

れはこれからますます金融サービスは多様化するといいますか、いろいろなサービスをや

ることを考えると、ゆうちょ銀行とかんぽ生命保険だけに頼るわけにはいかなくて、こち

らの金融の提携金融事業を、一つはもう少し増やしていく余地があると思うのですが、こ

の手数料の体系が、例えばアフラック生命保険とかんぽ生命保険では手数料の体系が何か

契約上異なっているのでしょうか。それとも、全く同じ扱いでこういう数字になっている

のでしょうかというのが一つ目にお伺いしたい点であります。 

 三つ目はゆうちょ銀行でありますが、日本郵政の資料222－１－４の15ページに、これは

「中間純利益の推移」というものが右のほうにありまして、それを見ると、ゆうちょ銀行

だけがクリアに、傾向的に減少。かんぽ生命保険はむしろ傾向的に上昇という図が示され
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ていて、これは国会での総務委員会の質疑を拝見しますと、やはり国会議員の先生もこの

ゆうちょ銀行の中間純利益が傾向的に落ちていると。例えば200億円ぐらい毎年落ちている

のですね。今、1,200億円しかない。200億円ずつ今後も落ちていくとすると、６年後には

ゼロになってしまうと思うのですが、こういう傾向的な下落を止める手だてとして、どう

いうことをお考えになっているのか。もしかすれば、それは、一つは提携金融収入をもっ

と増やすのが一つの方法だと思いますが、そのほかに何をお考えか。 

 四つ目はゆうちょ銀行の、これは以前から実は何回も指摘して恐縮なのですが、ゆうち

ょ銀行の資料222－１－１の３ページで拝見しますと、OHRという経費の比率の数字をいつ

も私は気にしていて、それが地銀と比べて高いというのをいつも感じているのですが、今

回、実は日本銀行が特別当座預金制度というものを設けられまして、経費を例えば３年間

で６％ですか。あるいは利益との比率を何％か下げればプラス0.1％つけてあげる。 

 地銀は実はどうなっているかといいますと、地銀全体でマイナス金利をなるべくゼロに

している。それで、地銀に仮に日本銀行の特別当座預金というものが、みんなが一生懸命

経費削減すると最大500億円は３年間で出るというふうになっております。それから、日本

銀行のこういう制度ができたとして、それを何かうまく活用するとどうか。いや、あまり

勝手な計算をしてはいけませんが、うまく減らすことができればかなりの収益になるので

はないかと思っているのです。 

 ただ、問題は経費をどこまで削れるか。ゆうちょ銀行の資料222－１－４で経費について

の表が何ページかに載っているかと思うのですが、物件費と人件費と両方あると思うので

すけれども、それから、もちろん委託手数料の分と拠出金等というものが当然ある。これ

も大きいわけですが、どこが削れるか、何回も見ているのですが、人件費に切り込むのか、

物件費というものは私は分からないですけれども、IT投資が中心なのではないか。あるい

はその維持・補修ではないかと思いますが、多分、そこも削れない。そうすると、６％の

切り込みを入れるのに経費のどこを切ればそういうことが可能になるのかなと思っており

ます。それについてはどのようにお考えでしょうかということであります。 

 私の質問は以上であります。 

○上尾崎執行役員 日本郵便の上尾崎でございます。最初に御質問いただきました法人税

等の部分について説明申し上げます。 

 御指摘のとおり、中間の税引前の純利益が、前年度523億円から120億円まで減少してご

ざいますので、通常であれば大幅に法人税等も減少してしかるべきなのでございますが、

今年度、65歳に定年延長した関係で税務上の所得というところが大幅に増える形になって

います。税務上の所得といいますのは、実払いベースになりますが、直近の支払いが繰り

延べられることによりまして、実払いが今年度減少するということで、その分が法人税の

計算上は課税所得として加算されたところが大きくございまして、その結果、法人税等は、

本来は大幅に減少すべきところが逆に50億円近く増えてしまっているというのが法人税等

がプラスになった主な理由でございます。 
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 以上でございます。 

○小川執行役員 日本郵便の小川です。二点目の提携金融事業とかんぽ生命保険の手数料

の関係について、手数料体系の違いについて回答いたします。 

 かんぽ生命保険以外から受託しているがん保険のような提携金融事業。私どももこちら

については、お客様のニーズに対応した商品を提供することによって拡大していきたいと

考えております。ただ、今期については積極的な営業を控えておりますので減少しており

ますけれども、将来的にはそのような形で拡大していきたいと考えております。 

 手数料の金額も違いますというのは、もちろん、取り扱っている規模といいますか、そ

ういうものもかんぽ生命保険が圧倒的に多いものですから、それによって違うということ

もありますし、一方、手数料体系としては、私どもはそれぞれの会社から受託している範

囲についても、かんぽ生命保険からは契約の保全も含めて幅広い業務を取り扱っているも

のですから、手数料体系自体もかんぽ生命保険とはまた違うことになっておりますので、

手数料の規模は違う状況になっております。 

 以上です。 

○岩田委員長 ありがとうございます。 

 すみません。今の質問に関連してもう一つお伺いしたいのですが、つまりアフラック生

命保険がデジタルでもってインターネットで販売するモデルをこのところ展開されていて、

そういうデジタルでやっていった場合には日本郵政、日本郵便としては収入が減るという

ことになるのでしょうか。 

○小川執行役員 アフラック生命保険は郵便局のほかにも代理店がございますので、一概

にデジタルによって私どもの取扱いがどうなるかということはちょっと影響は分かりにく

いところでございますけれども、いずれにしても、これから完全にデジタルに移行するの

かどうかということになると、そこは若干疑問だとは思っています。私ども、全部デジタ

ルでということではないと思いますけれども、一部デジタルを活用した募集ですとか、そ

うした非対面・非接触など、この次の中期経営計画の議事でも出てくるかもしれませんが、

そうしたデジタルとリアルな郵便局を活用しながら、募集活動なり契約保全活動に取り組

んでいきたいと考えています。 

 以上です。 

○新村常務執行役 ゆうちょ銀行でございます。今、いただいたお話について回答申し上

げます。 

 御指摘のとおり、中間純利益の推移はトレンドとして減ってきておりまして、これは大

きな要因としては、資金収支が減少しているということでございます。金利が大幅に低下

している中、特に国債などは昔、買った高金利のものは全部償還されて、今は低金利のも

のしか買えないという状況にあり、資金収支がかなり落ちてきているのが大きな要因であ

ると認識しているところでございます。 

 それに関しまして、持ち返すためにどういうことを考えているかというお話だと思いま
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すけれども、まずは、運用の多様化ということで、いろいろ投資を拡げてきたわけでござ

います。今回のショックを受けて、リスクの高いところでは、変動が起こったとき、影響

が大きいため、現在は、信用度の高い、インベストメントグレードの社債に対する投資を

増やしていく、これは基本的なスタンスとしては継続していきたいと考えているところで

ございます。 

 加えて、これは2016年から始めたものではございますが、戦略投資領域という形で、プ

ライベートエクイティ投資や不動産への投資といったものを着実に、この中期経営計画期

間中、積み上げてきているところでございます。 

 御承知のとおり、特にプライベートエクイティにはＪカーブ効果という、投資当初には

収益を生まずに、収益が出るまで時間がかかるという特性がございますので、我々として

は、今の中期経営計画期間中に一生懸命種まきをして、次期中期経営計画期間中にそれを

刈り取りたいということで、そういう投資を続けてきているところでございます。2016年

から開始して、今、４年たったところで、今年度ようやく収益を生むようなところになっ

てきたところでございます。 

 コロナ禍とかマーケットショックとかがございましたが、やはりプライベートエクイテ

ィという形でオルタナティブ投資をしているものに関しましては、幅広く面で取っていく

よりは、これはいいといったものを選別的に投資するやり方ですので、今回のコロナショ

ックの際も、大きな問題を生じることもありませんでした。その意味で我々は期待したよ

うな成果が上げられているのかなと感じているような状況でございます。 

 不動産に関しましても、選別的な投資を続けてきておりますので、我々としては投資の

多様化の一環で行う、こうした戦略投資は、この次の中期経営計画の期間中には成果を得

る形にしていきたいと考えているところでございます。 

○岩田委員長 それですみません、それに関連して一つお伺いしたいのですけれども、戦

略的投資について言うと、あまり成果が上がらないので、当初予定していたよりも運用の

目標を下げたということを以前にお伺いして、それは下げて幾らにしておられるのかとい

うのが一つお伺いしたい。 

 それから、その戦略的投資の中にはJPキャピタルとかJPインベストメントというものが

ございますね。そういうものは含めて考えておられるのかおられないのか。特にJPキャピ

タルとかJPインベストメントの場合にはジェネラルパートナーになってファンドを組成す

るマネジャーになりたいということもおっしゃったように思うのですが、私はファンドを

運営するのであれば、ファンドを自分でゆうちょファンドというものをつくって、それを

窓口で販売するということは一つの新しいビジネスモデルになるのではないかと前から思

っているのですけれども、そういうことは果たしてお考えになっているのかどうか。 

 以上、二点の関連質問をいたしたいと思います。 

○新村常務執行役 ポートフォリオの状況ということで、今、資料222－１－１の12ページ、

管理会計ベースで、戦略投資領域に３兆5,000億円という形で現状記載させていただいてい
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るところでございます。それに関しては当初、今回の中期経営計画を作成する段階では8.5

兆円という水準で計画させていただいておりました。ただ、今、御指摘いただきましたよ

うに、今の段階では４兆円から５兆円ほどという水準を目指そうという形に少し目標を下

げています。 

 それから、お話のありましたJPインベストメントについてはまだまだ国内事業というよ

りは海外事業が中心であったりするケースも多いような話は伺っております。こちらにつ

いては、この戦略投資の中に残高としては入っております。JPキャピタルは日本郵政の関

連会社でやっておられるもので、当行の戦略投資には入っておりません。 

 OHRに関しましては御指摘のとおりでございまして、先ほど、今、トップラインを上げる

ためにいろいろな形で投資を進めるというお話を申し上げましたけれども、グローバルに

金利が低下しておりますので、このような環境下では、経費の削減が重要な経営課題であ

るという認識を持ってございます。 

 委託手数料に関しては、我々が業務をしていく中で使っているコストをベースに費用を

決めるということをしておりますので、我々がまず身をもって自分のコストを下げて、そ

れでそのコスト削減効果を委託している事業に対する経費の削減にもつなげるといったア

プローチで今、取組をしているところでございます。来期からとか、そういう形で具体化

するものではないと思っておりますが、そういった考え方に基づいてグループの中で取組

を進めていきたいと考えているところでございます。 

 私の説明は以上となります。 

○岩田委員長 あと、日本銀行の特別当座預金についてはどうお考えでしょうか。 

○新村常務執行役 こちらにつきましては、今、御指摘いただいたとおり、まさにコスト

を下げて、やったものに対して、そういうメリットを与えていただけるという制度という

ふうにお伺いしておりますので、今、申し上げたように、タイムスケジュールですとか、

コストを減らしていくスケジュール感とか、あとは適用対象に我々をどういう形で入れて

もらえるか等を検討した上で、もしそういった形のものが使えるのであれば、ぜひ使って

いきたいと考えてございます。 

○岩田委員長 ありがとうございました。 

 それでは、ほかに御質問等はございますでしょうか。 

 もしなければ、以上で質疑を終えたいと思います。日本郵政グループの皆様、ありがと

うございます。 

 

（休  憩） 

 

○岩田委員長 それでは、続きまして、次期中期経営計画の基本的な考え方について、日

本郵政株式会社の増田社長から御説明いただき、質疑を行いたいと思います。 

 それでは、20分以内で簡潔な御説明をお願いいたします。増田社長、よろしくお願いい
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たします。 

○増田取締役兼代表執行役社長 増田でございます。 

 それでは、私から説明させていただきます。今日はこういうお時間をいただきまして、

ありがとうございます。 

 お手元の資料222－２、タイトルが「日本郵政グループ中期経営計画（2021～2025）の基

本的考え方」という資料を御覧いただきたいと思います。 

 １ページが目次で、まず日本郵政グループが目指すものを先に書きました。昨年来、大

変な不祥事がございましたので、次期中期経営計画の中でも信頼回復パートをまず先に書

いております。その上でこの三番目の新たな成長に向けてという、ここが中期経営計画の

基本的な一番中核となるところだと思いますが、そちらにつなげていくという３部構成で

この中期経営計画をつくっております。 

 ２ページを御覧いただきたいと思います。次期中期経営計画は来年の５月に公表すると

いうことで今、作業をしているところでありますが、この11月13日にそれにつながる前段

として、お手元にございますような基本的な考え方というものを公表いたしました。数字

がまだ入っておりませんけれども、経営陣も替わりましたので、考え方になりますが、早

目に公表して、それで外部の組織をはじめ皆さん方、それから、内部的には社員にこの方

向性に沿ってアイデアを出して、来年の５月の中期経営計画完成版につなげていこう、こ

ういう考え方です。 

 それから、このページで申し上げておきますのはもう一つ、中ほどに書いてありますが、

対象期間を５年としてあります。従来、当社は中期経営計画を３年刻みでつくっておりま

したが、今回の新型コロナウイルスの関係、もう一つは今後、ビジネスポートフォリオを

転換していく上で、やはりそれなりの時間がかかるということで、新型コロナウイルスが

あっという間に収束すればもっと早くするつもりなのですが、一応５年としておりますけ

れども、必要に応じて２ないし３年ごとに見直しをしてローリングをさせていく、こうい

う考え方を取っております。 

 それから、２ページの下側ですが、一言で言いますと、この考え方の基本を貫くのは、

「２．「基本的な考え方」のポイント」の二つ目のところなのですが、リアルネットワー

クである郵便局とDXを組み合わせる、リアルとデジタルを融合させるという考え方で中期

経営計画が出来上がっているということであります。 

 ３ページでございますが「Ⅰ 日本郵政グループが目指すもの」を書いております。 

 一番左側が現在の置かれている事業環境、その次の課題認識のところで、特に上から五

番目のところ「非接触/非対面のサービス提供」という、これは多くのサービス業が今、こ

うした状況に迫られているわけですが、こういった現状認識と、それから、下のほうに横

にグループの強みと考えられるようなこと、全国の郵便局ネットワーク、ユニバーサルサ

ービス等々を書いてございますが、これを活かしながら、その表の右側のほうになります

が、トータル生活サポート企業グループ、一番右側に書いてございますような価値創造を
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目指していく、これが大きな絵として我々が考えていることでございます。 

 ４ページ、５ページ、いわゆる信頼回復パートということで、これは昨年来の不祥事の

反省に鑑みて取り組んでいくことを書かせていただいております。 

 ４ページは、10月５日、ただ単に営業を再開するということだけではなくて、我々グル

ープとしてお客さまにこういうことをきちんと約束しますという公表をした５項目の約束

を掲げておりまして、こういった約束の履行状況もきちんとこれからフォローしていくと

いうことでございます。 

 そして、５ページになりますが、信頼回復パートの次でありますが、特に下に書いてあ

ります「３．組織風土改革」。これは口で言うのはたやすく、実は大変長い年月がかかる。

体に染みついたようなものを振り払っていかなければいけないということで、時間がかか

ることは当然覚悟しているわけですけれども、そこに五点書いております。どれも至極当

然ですが、いずれもやはりこれまで十分に実行されていなかったことであります。 

 特に私の目から見ますと、三番目に書いてあります営業目標・手当及びマネジメントの

見直し、そして、それを踏まえて、人事評価の仕組みを変えていかなければいけない。こ

れは今も取りかかっているもの、それから、来年以降具体的にして、実行していくもの、

特に人事評価については数年かけて実行していかなければいけませんけれども、こういっ

たことが大事であります。 

 その次に、風通しが極めて悪い組織と言われて、それもまさに当たっているところがあ

ると思いますので、縦の軸、本社と支社とフロントライン、現場の郵便局です。この間、

相互に不信感もございますし、こうした二つのラインの人事交流を進める。それから、横

でグループ各社間の人事交流をきちんと進める。さらには、グループの内と外との間の人

事交流を進めていく等々によって風通しのいい組織に切り換えていきたい。こんなことを

ここで書かせていただいております。 

 ６ページでございますが、ここからが通常ですと中期経営計画の中核的なところになる

部分かと思います。いわゆる成長パートと考えているところでございます。 

 新たな成長に向けて我々が重点を置いておりますのは、地域社会が抱えている各種課題、

特に人口減少等々によりまして地域の抱えている課題というものが特に過疎地域でより鮮

明化されてきていると思いますが、一方で既にリアルのネットワークを持っています。よ

く貴重なリアルネットワークと言われていますが、本当に真の意味でこのネットワークが

地域から貴重と思われるようにこれを活かしていくことが大事だと思います。 

 それから、全国にまたがっているということは非常にこのネットワークの優位性につな

がっていく。通常考えますと、やはり都市部にどんどん集約化していく流れもあると思い

ますが、我々はユニバーサルサービスということで全国ネットワークが必須となっており

ますので、それであればそうしたネットワークを活かしていきたいということを考えてい

るわけです。 

 その上で、まず、この成長パートで一番中心に考えなければいけないのは、６ページの
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（１）で書いておりますが、コアビジネス。これを充実させ、より強化して、競争力の強

いものに変えていく。こういうことであります。 

 この中も幾つかに分けておりますが、冒頭申し上げました今回の中期経営計画の肝とな

るDXの関係です。「①ウィズ/ポストコロナ社会におけるDXの推進等」ということで、例え

ばその下に五つほど書いておりますけれども、二つ目のところに各種手続き・相談等のオ

ンライン化。今、現場の社員はそれぞれの仕事に応じた機材を何種類か現場に携行してい

るということがございますが、タブレット１台でお客さまとの商談も各種手続等について

もオンライン化を推進していく。それから、三つ目、データドリブンによる郵便・物流事

業改革と書いておりますが、業務の効率化的な観点から言いますと、引受時に取得したデ

ータで最適なルーティングや要員配置に活用していく。郵便はユニバーサルサービスで、

一軒に届ける郵便物の量が多い少ないにかかわらず大体ルーティングのルートは一通でも

あれば必ず寄らなければいけないということで決まっているのですが、一方で物流はもっ

と戦略的にルートを決めていく必要があります。これは競争力が非常についてきている部

分ですが、そういったものに使っていく。そもそも当社が取得・保有しているこうした物

流データは膨大なものがありますので、情報保秘に十分注意した上でこうしたものを、例

えばビッグデータ化するなり活用を考えていくといったことがあると思います。 

 ７ページには「②収益力向上」と「③効率化・生産性向上」を書いております。 

 中期経営計画の中でどれだけ収益を生み出していくかというのは非常に重要な部分であ

りますが、郵便・物流について言いますと、特に商品、サービスは新しいものを考え出し

ていくということ。それから、オペレーションも見直して、今、特に大手の物流の他２社

と競争力で負けない、あるいはそれを凌駕するぐらいまでについてきて、特に小物、ゆう

パケットは非常に量が巣ごもり需要で増えてきていますので、こういったもので勝機を見

出していきたい。 

 それから、銀行についてはやはり市場運用が当面は中心になる部分もございますので、

管理を徹底していく。 

 生命保険については、いろいろな不祥事もございましたし、非対面の契約形態というも

のにもっと乗り出していかなければいけない。ここは今日の新聞にも生命保険各社の収益

のまとめが出ておりました。特に大手生保では、非対面に全部切り換えたときにも、なか

なかと難しい部分があって、どうしていくかというのは各社の悩みですが、かんぽ生命保

険としては特にERM、このリスク管理をさらにきちんとして、それで収益性を向上させてい

くというふうに考えております。 

 それから、次の「③効率化・生産性向上」ですが、これについてはそこに記載のとおり

です。やはり日々、新たなテクノロジーも使いながら生産性の向上に努めていきたい。AI、

ドローン、そして、ロボティクス。こうしたものを中核でさらに進めていきたいと思って

います。 

 次の大きな柱は不動産の関係です。不動産もまだ、この容積率を十分に使い切れていな
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い郵便局が多くございます。全国的に見て、やはり地価の動向などを見ますと、今、都心

部の地価がちょっとコロナでまた少し変化もございますが、基本的には都心部の地価。こ

れは東京都、それから、名古屋、大阪とか大都市の中心部で同じ状況ですので、こうした

ところの利便性を高めるための不動産事業。郵便局は、非常に古くなって、今後建て替え

を計画していかなければいけないものが多数ございますので、中期経営計画の中で具体名

が書けるものは明らかにしつつ、機能は別のところに集約しながら、残余の郵便局は不動

産活用を図る等々によって、この不動産事業をまた成長の一つの柱にきちんとして据え付

けていきたい。このように考えております。 

 それで、ここに書いてございますように、そうした保有不動産の価値を最大化するだけ

ではなくて、グループ外不動産に対して広く投資も今後考えるべきと思っています。 

 ８ページですが、新規ビジネスの関係でございます。 

 これはどういうものがここから生み出されるかというのは、今、並行して話を進めてい

る案件ばかりでございますが、全体として、やはりDXを進めていく上で、特に物流と、そ

れから金融２社、それぞれが持っています膨大なお客さま情報がございますので、情報の

それぞれの法的な規制などをきちんとクリアした上で、あるいはお客さまからの同意を前

提として、そういった三つの事業形態を横でつないで新しいサービスを生み出すようなこ

と、そうしたこともこの新規ビジネスの中で考え出せればと思います。そこは非常に多く

のこれから可能性がありますが、まだ今の段階では少し具体的に申し上げる段階でござい

ませんが、いずれ来年５月までに書けるものは具体的に書いていきたい、このように考え

ております。 

 この８ページには可能性として様々なことを書かせていただいております。 

 最後に９ページでありますが、日本郵政の資本戦略、そして、人事戦略のところについ

て申し上げます。 

 資本戦略として、ここに書いてございますが、特に金融２社の株式についてのことをま

ず書いてございますが、これは法律の規定どおり、売却もできるだけ早期にと思っていま

す。これまでも申し上げておりますとおり、段階的に処分ということになるわけですけれ

ども、少なくとも経営の自由度が高まっていく、広がっていくため、保有割合を50％程度

には一刻も早く下げていきたい。このように考えております。 

 それから、株主に対してのいわゆる利益の還元です。配当等、様々なやり方がございま

すが、これについても従来と同じく積極的に考えていくべきと思っておりまして、この点

については当期の決算等も踏まえながら、次期の間ではどういう政策を取るべきかよく考

えていきたいと思います。 

 それから、人事戦略については、これは先ほども少し申し上げましたように、人事評価

の制度を変えると同時に、もう少し大きな人事戦略としては働き方改革、政府のほうでも

今、法律等の改正によって多く進められております。このシニア労働がどうしても避けら

れない職場でありますし、非正規も数多く働いている職場でもございます。先般の最高裁
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での労働契約法20条の裁判もございましたので、なお一層働きやすい職場づくりに注力を

するということで、ここもそうした方針をより中期経営計画の中で明確化していきたいと

思います。 

 最後のESG経営なのですが、ここはまだ十分な議論が現在のところはできておりません。

これからまた残り半年かけてより深めていくところでありますが、国際競争力等々を考え

ていくと、こういったESG投資といいますか、ESG経営、特にSDGsの17分野についてきちん

と意識した上で、それを数値化できるものは数値化して経営資源として取り入れることが

大事だと思いますので、ここについては、先ほど申しましたように、まだ十分な議論がな

されていないといいますか、社内でまだまだこれからという部分はございますが、最終的

にはそこの部分もきちんと計画の中に盛り込みたい、このように考えております。 

 以上、基本的な考え方ということでございます。 

 今後、フロントラインの社員などにも意見交換する場を数多く設けて、それから、グル

ープ各社でそういう場をつくっていきますので、その上でまたグループでの中期経営計画

を策定し、来年の５月に公表することにします。 

 なお、関係各社は、この基本的な考え方を踏まえて、日本郵便やゆうちょ銀行、かんぽ

生命保険それぞれの中期経営計画の策定作業に入っていますので、それぞれ５年というこ

とにしてございますが、来年５月にまとめて公表するということにさせていただきます。 

 私のほうからは以上でございます。どうぞ、よろしくお願いします。 

○岩田委員長 ありがとうございました。 

 それでは、質疑に入りたいと思います。 

○老川委員 御説明、どうもありがとうございました。 

 考え方としては必要なことがほぼ触れられていると思いますので、これをどうやって肉

づけし、具体化していくかということだと思いますので、頑張っていただきたいと思いま

す。 

 その場合にまず一番大事なのは、５ページにもありますけれども、組織風土の改革だと

思うのです。この間、例のかんぽ生命保険の問題があって、こんなこともあったのだなと

いう思いをしたわけなのですが、ところがその後、次から次へ、想像もしていないような

いろいろな不祥事が出てくる。どうも、我々、一般の企業ではちょっと考えられないぐら

い、つまり普通に消費者なりお客さんを相手にしている企業であれば当然、もっと早くい

ろいろな、調査なり対策をとっていたと思うのですが、これがお客さんの苦情があっても

たらい回しにされたり、放っておかれて、別の企業の不祥事を調べているうちに、郵政の

中でもゆうちょ銀行その他、そっちのほうがもっと問題が大きかったということが結果と

して出てきているということです。どうも、やはり組織の体質が役所的といいますか、問

合せなり問題を提起してくる側に問題があって、自分たちのほうはちゃんとやっているの

だというところで安住してしまっているような風土があるのかなという印象を持ちました。

そういう意味では社長も、この改革をしていくのは大変困難なお仕事に向かっておられる
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と思うのですが、日本郵政のほうに社長としておいでになられて、そういった企業の中の

組織風土のどういったところに問題があるとお感じになっているか。そこら辺の実感をま

ず一つ伺いたい。 

 それから、最後の９ページの金融２社の株式の早期処分についてですが、これはなるべ

く早く、できる限り早期に処分するということで、ぜひそう願いたいところなのですが、

一連の不祥事、その他、景気の低迷等があって、株価が売出し当初に比べるとかなり落ち

込んでしまって、なかなか売るに売れない。そういう状況にあると思うのですが、早期に

処分するという方針の下に、どういう条件が整えば売却に踏み切るということになるのか

どうか。ここら辺、何かお考えがあれば教えていただきたいと思います。 

 以上、二点お尋ねします。 

○増田取締役兼代表執行役社長 老川委員、どうもありがとうございます。 

 私がこの会社に来て思いますのは、一つは巨大といいますか、巨大過ぎるほど巨大で、

しかも社員が集まっているところ、本社はそれなりに集まっているのですが、現場が、例

えばメーカーで工場があって、そこに１万人ぐらい社員が集まってとかということではな

くて、全国２万4,000の郵便局に社員が散らばっていて、一つ一つの拠点を見ますと、一番

少ないところでは本当に２～３人から、多くても局員が10人とか、そのくらいの局という

ものが非常に多くございます。そういう中でお金を取り扱ったりするということで、こう

いう仕事についてはこうやりなさいと非常に決めつけているといいますか、型にはめて、

上意下達で各郵便局に指示をする。本社からの現場への指示文書というものは、この間、

調べましたら、一日で平均七つぐらい出ているのですが、加えて支社からまたかなりの文

書が出ています。内部を非常に型にはめた文書が行って、どうも、現場で自分たちで考え

るような形になかなかなっていない。最近、特に不祥事がありましたので、余計、こうい

う間違いが許されないということで、枠をはみ出ないという意識が強まっているように思

います。 

 これをどう変えていくかということがあるのですが、一つはとにかく、自分の上司であ

ったり、仲間であったり、やはり間違えたことを言いやすいような形にしていく上で内部

通報制度がうまく機能していなくて、すぐ誰が言ったのだと犯人探しにつながるような動

きがあるので、今、外部委員に入ってもらって、この内部通報制度がうまく機能するよう

に、検証してもらっています。こういう内部通報制度に関しましては、いろいろな声が寄

せられるのですが、分析しますと、いわゆる苦情的な部分が必ずあって、我々の襟を正す、

ある種、宝のようなものなので、この苦情を見ている人がかなり慣れてしまって、機械的

な処理に追われているので、今、JP VOICE PROJECT といって、AIですとか様々なや

り方で苦情の中からリスクを検知するような仕組みもつくり出しているところです。それ

から、上意下達のところを少しでも壊していくために、そのためには全国13ある支社がも

っと自分たちで考えて、その代わり、責任も自分たちで取るという形にしていかないとな

かなか現場の融通が活きてこないと思うので、そういう形で、内部の風通しを良くするた
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めに今、取組を変えるところは変えているところです。 

 あと、不適正募集との関係でいえば、やはり営業目標等のつくり方がまずくて、それか

ら、それに伴い人事評価も間違った方向に行っていたと思いますので、これは日本郵便の

みならず、ゆうちょ銀行、かんぽ生命保険とも含めて、その点も改革するということをし

ていきたいと思います。 

 それから、二つ目のお尋ねの金融２社の売却の関係でございます。こちらについては、

まず50％程度というところまでは今回明らかにしたわけですが、これまでも民営化法が途

中で改正になった経緯の中で、以前、期限があったものをなくしたということもあります

とおり、国会でも立法府の意思がここはかなり利いてくる部分もあって、我々としても法

律の文言とおり、できるだけ早期に売却したいと思っています。 

 そのときに勘案する事項として、これまでも五点言っておりまして、一つ目は市場の動

向がどうなっているのか。それから、二つ目は当社の資金需要とか連結業績への影響がど

うなのか。三つ目はグループの一体性が確保されるのか。四つ目はユニバーサルサービス

への影響がどうなのか。五つ目は金融２社の経営状況がどうなのか。この五点を勘案して

売却するということです。私はこの中でできるだけ早期に売却するためには、市場の動向

等は今、おっしゃったように、非常に低迷しているので、株価というものは非常に複雑な

要因で決まってくるので、株価対策を経営の本質と離れてすることはするつもりはござい

ませんけれども、しかし、配当とか自己株の取得等のいわゆる資本戦略の中には幾つかや

るべき選択肢もあると思いますので、そういう資本戦略はできるだけ広く考えながらも、

やはり本質はサービスで、お客さまから支持されるサービス、価値創造をしていくことが

本来でのコアビジネスの成長につながっていくと思いますので、DX等を推進しながら、そ

うした本来的ないいサービス、お客さまに支持されるいいサービスというものを生み出し

て、経営状況を上げて、それを投資家の皆様方に評価していただけるように、そういうこ

とが一番大事であり、それに一番注力していきたい。こんなふうに思っております。 

 少々言葉が足りませんけれども、以上、二点御説明申し上げました。 

○老川委員 ありがとうございました。率直なお話、感謝いたします。 

○三村委員 御説明ありがとうございました。それでは、私から一点質問させていただき

ます。 

 ６ページにありますように、基本的にデータドリブンをベースとした郵便物流事業を強

化していく。これは大変重要でありますし、ぜひ、それを積極的にお願いしたいと思いま

す。 

 ただ、そのときにやはり一つ気になりますのはDX。最近、そういう言葉が非常にはやっ

ているのですけれども、それをやっていく上ではいろいろな形で組織の改編とか業務その

ものを見直していく。さらには、やはり人の問題が大きいのではないかと思います。 

 それで、御説明の書類の中におきまして、もちろん、日本郵政グループは大変優秀な人

材をたくさん持っていらっしゃるということは前提としましても、ひょっとしましたら、
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これから必要な新しい事業とか新しいシステム構築を考えますと、一種の人材のミスマッ

チが起こっているかもしれない。 

 最近、ゆうちょ銀行で起こった様々なトラブルに関しましても、何かその点についての

組織体制の弱さとか人材不足というものを感じるところがありますから、その点について、

社長はどのようにお考えになっていらっしゃるのかということについてお聞きしたいと思

います。 

 それから、一つだけ付け加えるということなのですが、この分野は非常にスピードが速

い。つまり、コロナ禍で、今、大変混乱しているように見えますけれども、一方で、デジ

タル分野ではいろいろな動きとか競争が激しくなっておりますので、５年と設定されてい

るのは非常によく理解できるのですが、５年というのは少し長過ぎるかもしれない。そう

しますと、やはり３年後の見直しという、何かそういうものを入れておかないと環境変化

にきちんと対応できるのかという感じがしました。状況を見ながらとはお書きいただいて

いるのですけれども、その点が少し心配であるということを申し添えておきたいと思いま

す。 

 よろしくお願いいたします。 

○増田取締役兼代表執行役社長 まず、一点目の人材の関係です。会社の本業に伴う人材

はきちんと確保していると思っておりますが、御指摘の、いわゆるIT人材やデジタル人材

は、日本全体の中でも不足していると言われておりますが、会社としても注力をしていか

なければいけないと考えております。特にセキュリティー人材は日本としても非常に少な

いと言われていますが、当社は外部からターゲットになり得るだけの大きな組織であり、

セキュリティー人材については、外部から、新卒・中途採用でもっと獲得していかなけれ

ばいけない、それだけではなくて、今後やはり主流がデジタル化ということを考えると、

社で育成する、そういう体制づくりももっと必要になってきます。結論から言いますと、

デジタル人材、IT人材とセキュリティー人材はまだまだ不足していますし、それを外部調

達、それから、時間はかかりますが、自社での育成。それにかなり投資していかなければ

いけない。こんなふうに思っております。 

 それから、５年の関係ですが、ここはまた更によく詰めますが、期間は中期経営計画と、

全体としては、今、おっしゃったように、２年ないしは３年での見直しが必要である。こ

れはコロナの状況等も関わってくるので、２年にするか３年にするかということまで、ま

だここできちんと申し上げられないのですが、先ほど御指摘いただいたように、必要に応

じてと今、基本的な考え方に書いてございますが、それを取ってしまって、必ず見直しを

するというところまで言ったほうがいいかもしれません。そこはもう少し検討させていた

だければと思います。 

 以上でございます。 

○三村委員 ありがとうございました。 

○米澤委員 大変な会社の大変な時期に社長になられて、本当に御苦労が多いかと思って
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おり、敬意を表します。 

 それで今、中期経営計画をお聞きして、非常に美しくて、統制的な計画ができていると

いう感じがして、これで本当に厳しい環境でのビジネスで収益がついてくるか、若干ちょ

っと心配な点があるかと思っております。 

 それで、美しくないことをちょっと一点だけ、私が思っているところを言いたいのです

けれども、特に６ページに関係するところ、今、三村委員も若干触れましたが、まさにコ

アのところなのです。それで、今のところですとユニバーサルサービスというものが課せ

られているわけですので、この下で闘うのは至難の業ではないかなと思っております。 

 その際に、いろいろな御努力はここに書かれているのですけれども、ちょっと乱暴な言

い方をしますと、本当に過疎地は今のままだと会社がもたないと思うのですよ。実際にJR

とか、そういうところを見ていきますと、ローカル路線はまだJRが維持しているローカル

路線ですと非常に運賃が高いわけですし、それから、新幹線を通すことによってうまくさ

りげなく第三セクターに売っていって、そこのところを軽くするとか、かなり露骨なこと

をやっているわけです。それから、どこか三陸のほうの鉄道のところも早々と撤退してし

まったとかということで、そこまでやるかということを見せつけられているわけですが、

コロナを別とすればそれでもって業績はほどほど上がっているということになっているか

と思います。 

 そこまではちょっと、逃げ足なのは僕もいいと思わないのですけれども、やはりある程

度、そういうところに関しまして、ユニバーサルサービスというものを課するとすれば、

受益者の負担というものもこれから求めていかざるを得ないのではないかと思います。そ

ういうもので、この５年の中期経営計画でそれが必要かどうかは分からないのですが、タ

ブレットとか、そういうことをお客さまにやっていくときには、その裏で普通の口座を維

持していく場合には、ユニバーサルサービスが本当に必要であれば、ひょっとして口座維

持手数料みたいなものをもらっていくしかないかなと思っています。それでもらっていっ

て、それが今のところですと、ちょっとゆうちょ銀行は非常に経営が苦しいので、そこに

乗せるのか。さもなければ、これは中長期的には、郵便局は別にゆうちょ銀行だけである

必要はないということで、ゆうちょ銀行のほうにはユニバーサルサービスは課せられてい

ないので、ほかのいろいろな金融機関も来る可能性があるので、そういうところから取っ

ていくのか。 

 いずれにしても、そこの過疎地の人たちに多少なりとも受益者負担をこれから求めてい

かざるを得ないのではないだろうかということで、具体的にはタブレットなどを使うとき

には、こちらに転換すれば特にそういうコストは要りませんけれども、前と同じような格

好で通常ベースでやる場合にはある程度手数料を取るとかということでの誘導も含めて、

もう考えてもいい時期ではないだろうかなと思っています。その上がりは少なくとも今み

たいな制度の下では郵便局のほうに、日本郵便のほうに乗せて、その分、ゆうちょ銀行か

らの手数料を若干減らすということでもってゆうちょ銀行の利益の減少を止めていくとい
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うことが一つ考えられるのではないだろうか。 

 そういうことで今、結構乱暴なことを言いましたが、少なくともそういうところの発想

が今後必要ではないか。それは一にも二にもユニバーサルサービスを維持するためにはそ

ういうことが必要ではないかなということを今、５年といえどもちょっと感じている次第

です。そういうことですが、いかがでしょうか。 

○増田取締役兼代表執行役社長 どうもありがとうございます。 

 特に都市部ではなくて過疎地域の郵便局の在り方をどうしていくかというのは、これは

サービス全般に関わってくる話でもあると思います。あと、特にゆうちょ銀行の金融サー

ビスも、特に地銀とか農協などは撤退しているところが多いので、そういうところでの金

融サービスをどうするかということと、二つ考える必要があるかなと思うのです。 

 この５年という関係を見ると、私も例えば通帳などを使うことについては、やはり手数

料を高くしたりして、そのときのゆうちょ銀行のサービスについて手数料の見直し等々を

行うといったことも考えられるのだと思うのですが、多分、こういう通帳ですとか紙ベー

スのサービス、あるいはマンツーマンのサービスに非常に慣れ親しんでいるのがむしろこ

ういう過疎地域で、そこの人たちがこの５年では今、見ている限りは、大きく変わらない

ということもあって、今年の国勢調査でのデータがどう出るかにもよるのですが、まだい

ろいろな抜本的な議論をするには少し早いような感じはしております。 

 そういうところで、むしろ過疎地域の郵便局が当面、まず存在感を出していく上では、

今、長野県の泰阜村とか５か所ほどで自治体の包括事務受託というものを始めているわけ

ですが、また、奈良県の南都銀行のATMを郵便局に置いたりといったことで、地銀とも競争

相手というよりは協業してそんなことを始めていますが、郵便局が金融商品、金融２社の

商品や切手だとかはがきを取り扱っている今の業務だけですと、来客数も本当に１日１桁

とか、行き詰まってしまうので、むしろこれから増えてくるのは自治体の業務的なもの、

今、25業務ぐらいまで事務受託の範囲が広がりまして、あれは今後ますます広がっていく

と思いますす。 

 証明書の交付的な業務であったり、それから、より実態ベースに近い、そういう公的な

証書でない様々なサービス、自治体で取り扱っているものを郵便局において交付を手伝う

とか、そういうものですが、今、自治体と話をすべきなのは、そのときのサービスの料金

をもっとビジネスベースに引き上げていって、以前は総務省の通達に基づいて「収支相償」

と言っていましたけれども、そうではなくて、少しそこで稼ぐ。薄いですけれども、少し

利益を乗せる。それを、個人の手数料等に乗せると、これはやはり負担が大きくて、抵抗

感もございますので、自治体から頂くお金を少しビジネス的な形に切り替えることが必要

だと考えています。 

 自治体は今、御承知のとおり、支所もどんどん本所に撤退して、むしろ地元の郵便局に

仕事を引き取って貰えるのであれば郵便局でこなして欲しいというマインドになってきて

いるので、自治体との間の郵便局で引き受ける業務が自治体にとっても支所の人員を４～
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５人配置しなくて済む。一方で郵便局も、そこにいる郵便局の局員の体制で郵便局の本来

業務だけではなくて、１日10件とか、そのぐらいの自治体の業務を取り扱う、それによっ

て郵便局側も自治体から手数料を得られる。その辺りをこの５年はより広げることで、こ

のゆうちょ銀行とか、この金融２社の手数料的な負担も減らす。それで、ユニバーサルネ

ットワークの維持のほうにより注力できるようにということをすべきではないかなと思い

ます。 

 現場の社員の数はこれまでも減らしてきていますが、あまりはっきりと郵便局数まで削

減は、計画的に言うのはやはり相当抵抗感が出てくると思うので、現実には国勢調査の状

況を見ながらその人口減にかなり歩調を合わせていくことが必要であると思います。まず、

配置の場所であるとか、あとは体制の縮小等は当然あり得ると思いますが、各地域の状況

をよく見ながらその辺りは判断していきたい。この点はかなり本質的な部分になりますし、

それから、発信の仕方によってはデリケートなことにもつながっていくので、また中期経

営計画の中に反映させたいと思います。 

 以上です。 

○米澤委員 どうもありがとうございました。今のお話、非常に説得的で、いい案ではな

いかなと思っています。 

 銀行のほうになりますけれども、地銀との連携とかというものが一時期よく言われてい

たのですけれども、どうもはかばかしくないというのは外から見ていて感じて、今、言っ

た、まさに増田社長が来られて、増田さんの下であれば何かできそうな感じがするような

方向なので、そういうところを５年間、少なくとも５年間で少しは方向性は見えてくるか

と思いますし、広い意味でのコストカットに、あまり犠牲者がない下でのコストカットに

なると思いますので、非常に大きいと思いますので、むしろ戦略的に書かれて実行に持っ

ていかれることを期待しております。 

○増田取締役兼代表執行役社長 ありがとうございます。 

○清原委員 ありがとうございます。清原です。 

 増田社長におかれましては、本当に厳しい状況の中で、しかも新型コロナウイルス感染

症対策も伴う中、前向きに次期の中期経営計画を構想されていると受け止めました。 

 ２ページに書かれております「２．『基本的考え方』のポイント」のうち、二つ目の「リ

アルの郵便局とDXで新たな価値創造を」という点、次の「地域社会への貢献」という点に

ついて私の受け止め方をお話しさせていただき、増田社長からコメントをいただければと

思います。 

 この「リアルの郵便局とDXで新たな価値創造を」というところでございますが、具体的

には、例えば６ページに「（１）コアビジネスの充実・強化」のところにそれを反映した

内容が書かれています。例えば、「ウィズ/ポストコロナによる生活様式の変化に合わせた

非接触/非対面サービスの拡大を推進する」と。すなわち、「各種手続き・相談のオンライ

ン化とか、タブレットやATMあるいはスマホを活用」する。特に「お客さまのセルフ処理へ
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の移行」と、「職員のスマホ対応業務を拡充することによって適切な郵便とか金融の事業

を」、という発想だと思います。 

 これは一方で、「お客さまの利便性を高めるDXの仕組みづくり」と、他方で「社員が働

きやすい方向でのDX」というふうに大きく二つに分けられると思うのです。この「社員が

働きやすいDX」については、７ページ目に「バックオフィス・管理部門のAI・RPA等の活用」

というものも書かれております。したがって、「顧客向けのDX」と、それから、それを実

現する「バックオフィスあるいは社員の働き方のDX」というものは、やはり一定程度、分

類をしながら、優先順位を決めて、有効に関連づけて進めていくことが重要だと思います。 

 そこで、８ページの「（３）新規ビジネス等の推進」のところに、たまたま「ベンチャ

ー・スタートアップ企業との共創、DXの推進」というものも書かれていまして、先ほど冒

頭、三村委員の御質問に対して社長さんは、「社員だけで賄うのではなくて、DXについて

は外部人材も想定しているし、持続可能なことにするには内部の人材の育成も必要」とい

うふうにお答えになりました。それはとても重要なことで、DXと人材とのマッチングはま

さにこれから、５年と言わず３年先ぐらいに企業の真価を問われるマッチングだろうと思

うのです。その中で、このスタートアップ企業、いわゆる新規のベンチャーとか、そうい

うところとの関係を持っているのも私は強みだと受け止めました。 

 したがいまして、この５年先を見通しながらも、DXについては３年先ぐらいを目安に、

特に社員の働き方について、煩雑な事務などは簡素化してRPA化するとか、ロボティクスあ

るいはAIを活用するとかということで進めていただくとともに、お客さま向けについては

今回、残念ながら被害者ともなられた、いわゆる「ドコモ口座」の問題、あるいは「mijica」

の問題などがありますから、社長もおっしゃった「セキュリティー確保」を図るというこ

とで、「よりプロフェッショナルな人材との連携とか提携」とか、そういうことを進めて

いかれるのも必要なのではないかなという印象を持ちました。 

 いずれにしても、私は日本郵政グループがウィズコロナ/ポストコロナの時代にやはり適

切なデジタルトランスフォーメーションを進めていかれることなくして郵便が正確に届く

とか物流の効率性とかは図られないと思いますし、国際的な投資、株式の動向をAI等で適

切に分析した金融の取組がなければならないと思いまして、ぜひ、この基本的考え方の「リ

アルの郵便局とDXで新たな価値創造を」というところは力を入れていただくことを期待し

ています。 

 二点目の「地域社会への貢献」。これは米澤委員も御質問されたことですが、おおむね

御回答はいただいているのですが、私はリアルの郵便局という、ユニバーサルサービスを

法律で定められている郵便局と、いかにこの地域社会への貢献を結びつけるかというイメ

ージを社長は既にお持ちになっていると受け止めました。 

 しかし、私はいわゆる中山間地や過疎地でそれを実現していただくためには、都市部に

おいては７ページに書かれている不動産事業の拡大とセットにして、ユニバーサルサービ

スを念頭に置きつつも、郵便局について一定の統合化とか集約化とか、そういうことが必
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要ではないか考えます。そして、局舎が大変いい立地にあるというメリット・強みを活か

していただいて、不動産事業についても失敗なき持続可能な企業の強みとして取り組んで

いただくことを期待しています。 

 この際も、どうしても人材については、DXと同じように、内なる人材だけでは不動産事

業も大変リスキーな部分があると思いますので、これにつきましても力のある不動産関係

の事業体、あるいは専門家との連携、コラボレーションが極めて重要であると思います。 

 その際、気をつけなければいけないのは透明性ですし、あるいは良い人材と連携してい

くときに一定の持続可能性がなければいけないというふうにも思います。優秀な人材ほど

企業を移り行く傾向もあるというふうにも認識しておりますので、この辺の取組について、

ぜひ社長自らの信頼関係といいましょうか、そういうものによって、優秀で企業の目標を

共有できる方と、あるいは組織との提携が望ましいのではないかと感じました。 

 最後に、今回はまだ具体性については来年の５月を目指して深めていくという中に、２

ページ目にありますが、「フロントラインをはじめとするグループ各社の社員の声を積極

的に盛り込みたい」と書かれています。もちろん、お客さまの声がその社員の声の中に反

映されていると思いますので、これに「株主の期待」とかも入ってくると思うのです。 

 今までの組織の特徴をどのように認識しているかというお話を伺ったときにも思ったの

ですが、人数が多くて、２万4,000の郵便局に分散しているとはいえ、やはり「社長が社員

の声を聞くという姿勢」を示されていること自体に重みがあります。ぜひ「社員参加の中

期経営計画にすることができた」と自信を持って社長さんがおっしゃられるような仕掛

け・仕組みを、それこそネットワークをデジタルも使いながら進めていただければ、この

中期経営計画をつくることで会社の一体感を増すことにつながれば、幹部だけの責任では

なくて、企業の責任は社員の皆様も担っているわけですから、ぜひ社員の皆様が、「自分

たちがつくった中期経営計画である」と、このように思うことによって（計画の）具体化

の責任を果たしていただければと願っています。 

 以上です。私の受け止め方をお話ししました。社長さんから何かコメントをいただけれ

ばありがたいです。 

○増田取締役兼代表執行役社長 どうもありがとうございます。 

 まず、一点目のDXの関係で、おっしゃるとおり、お客さまの利便性を向上させるために

これを活かすことと、それから社員の働きやすさを追求するためにもDXで実現することが

必要である、こういうふうに考えておりまして、社員の働きやすさということで言います

と、RPAのような活用もありますし、それから、ルーティングのAIを使ったりして、より無

駄のない形で、しかも夜間であるとかということではなくて、昼間時間帯に無理なく荷物

をお届けできるようにとか、そういったことがあると思います。保有している顧客情報は

お客さまの利便性の商品開発へ非常に使えるのですが、これは法律上、簡単に情報は出せ

ませんけれども、ゆうちょ銀行のお客さまとかんぽ生命保険のお客さま、郵政グループで

契約してくださっているお客さまの統合的なデータベースのようなものが今は十分になく
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て、新しい商品を内部的に考えて提案していく上でも、やはり持株会社でそういった統合

的なデータベースをきちんとしたセキュリティーの下でつくって、さらにお客さまのため

になるような商品開発につないでいくことが必要かと考えております。 

 また、これまでのベンチャーとの関係では、例えばロボティクスで、この間、公道で実

験しました、ああいうものはベンチャーとタイアップしてやっているのですが、先ほどお

話がございましたとおり、セキュリティーを向上していく上でも、さらに外部の人材と連

携をする、それから、提携をするというように、より積極的にやっていく必要があると思

います。 

 それから、地域社会との貢献の関係で、やはり不動産開発も非常に重要なものでござい

まして、それとの関係で言いますと、都心部の郵便局あるいは社宅があるのですが、これ

を不動産開発していくときには、まず仕事で中身を分けて、例えば物流機能はかなり中堅

的な郵便局も全部、物流とか郵便の集配を行っていますが、それを都心部ではできるだけ

集約化していくといったことも考えられます。要は都心部の郵便局自体、私は過疎とは違

って、特に中心部はビルごとに郵便局があるぐらいでありますし、それから、ユニバーサ

ルサービスとの関係ではほかの代替手段も同業他社で提供しているものもあるので、都心

部の郵便局は集約化、利便性の向上、配置などでより考えていくべきで、例えば、新橋か

ら虎ノ門にかけて、以前は三つ郵便局があったのですが、ビルの建て替えで２階とか、分

かりづらいところに入っていたものを、三つを一つに集約化して路面店にしたら、お客さ

まが以前よりさらに多くいらっしゃるようになりましたし、こういった都心部の郵便局は

集約化、それから、物流機能を分けて、物流機能を集約化して不動産開発につなげていく

というのもこれから取り入れる戦略だと思っています。その際に、お話がございましたと

おり、不動産の場合には特に透明性を確保することが開発の場合には大事かと思います。 

 それから、今後の中期経営計画ですが、お話がございましたとおり、社員参加でつくり

上げていきたいので、全員、非正規も入れて40万人全員が一人一人参加意識をどう持たせ

るかというのがなかなか今、考えあぐねているといいますか、今、ビデオを流して社内的

には意見を広く募集しているのですが、そもそも中期経営計画をつくるときに、その意味

合いというものは外部の投資家を中心に外部の人たちに見せるだけではなくて社員の、今、

お話しになったように、インナーがまとまって、自分たちの計画であるというふうに第一

人称で当たれるような計画をつくることがモチベーションアップにつながるという意見が

多く出てきましたので、これから、あと半年弱ですけれども、できる限り各地域を回った

り、意見募集をして、議論をして、つくり上げる計画にしていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○清原委員 どうもありがとうございました。心強い御回答をいただきまして、感謝しま

す。 

○岩田委員長 では、私のほうから幾つか質問を申し上げたいと思います。 

 一つ目は、今日の株価を見ますと、日本郵政株は805円となっておりまして、復興基金４
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兆円で、残りは1.2兆円なのですが、800円だと全く満たされていないということなのだと

思うのです。1,100円か1,200円ぐらいまで戻らないといけない。 

 私の質問は、どうやったら1.2兆円を出せるか。先ほど自社株買いのお話も資本政策とし

て私もあると思っていますが、もちろん、そうすれば少しは楽になると思うのですが、た

だ、ギャップが大きいものですから、全部戻ることは難しいと思っているのです。その場

合に、果たしてどうされるのか。日本郵政として、これは財務省ももちろん、予算の話な

ので、いろいろお考えになることだろうとは思いますが、日本郵政としてはそういう不足

したときにはどう対応されるのかというのが前から分からないことで、お伺いしたい。 

 二つ目は今回、私は画期的だと思いますけれども、50％まで売るのを５年以内にという

期限を区切ったことは、これまで私、委員長になってからずっと50％以内という目標だけ

聞いていて、いつ達成するのか、いつ達成しなければいけないのかが全く分からない。日

本郵政の方に伺うと、2014年以来50％、早期に売却と。 

 ところが、もう2020年になってまだ売れていなくて、一番遅くなると５年後なので、さ

らに遅くなる。本来は最初の中期経営計画のときに50％売っておくべきであった。そうあ

るべきだと思うのですが、余りにこのスピードが遅いのですが、その遅くなった理由をど

ういうふうにお考えになるかというのが二つ目です。 

 私の理解は、100％売却したときの日本郵政グループのビジネスモデルがどうも何も議論

していないのではないかというのが最初からの疑問でして、つまり100％売却するというこ

とはまだ何も考えていないので、したがって、望ましい姿が描き切れないという、今、我々

は完全民営化の中途プロセスのところにあるのですけれども、しかし、ゴールのあるべき

ビジネスが見えないで中間のものを幾ら出していっても50％売ることもできなかったので

はないかと思っているのですよ。 

 そういうことで、私はやはり100％というのは法律上は決まっていることなので、これは

変えることはできない。これはもちろん、100％売った後、いろいろな選択が普通の民間企

業としてやれることだと思いますが、当面はやはり100％。 

 2012年の法律ができた時点で、100％売却後どういうビジネスになるのかということが描

けない。したがって、最終的にはプロセスがゆっくりで、その間に、中途半端なものです

から、いろいろな問題が噴き出てきてしまったのではないかと私はちょっと思っていまし

て、私自身の反省として、もうちょっと早く売却を、これは財務省のほうも早くやって欲

しかったし、日本郵政グループのほうにも早くやってもらいたかったと思うのです。 

 それで具体的な質問は、先ほど100％売却に五つほど条件がある。そこで私が一番関心あ

りますのは、日本郵政の経営です。あと、もちろん、金融２社それぞれ経営状況があるの

ですが、仮に100％売却した場合に、日本郵政グループは経営が成り立たなくなるのでしょ

うか。一部にはそのようにおっしゃるような方もいるのですけれども、経営上、私の理解

では当然、株を持っているには配当金がもちろん減る。そのほかには何か減るものがある

のかどうか。これはいつも分かりませんで、御教示いただければと思っています。 
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 三つ目は、先ほど伺って大変印象深かったのは物流のネットワーク。これに注目されて、

私も全く同感なのですが、つまり、私は日本郵政のDXと日本全体のDX。これを結びつけて

やると非常にインパクトが出てくるかなと私は思っていて、これは既に郵便のネットワー

クでデータをお持ちになって、しかし、望ましいネットワークをつくり上げるためには資

金が要るわけですけれども、その資金はまさにゆうちょ銀行のほうでいろいろJPキャピタ

ルとかインベストメントとか、それでファンドマネジャーになって、これで大きなファン

ドをつくって、そして、それを窓口で販売して、ゆうちょファンドで売ってもらうという、

例えば物流のインフラのDXといいますか、そういうものを日本郵政自体も内部もやるわけ

ですが、日本全体もなっていく。 

 同時に、気候変動のほうがやはりまだというお話がありましたけれども、気候変動もや

はりCO2排出量の目標というものを社内で持つべきであると思いますし、そのためにどうい

うことを実現しなければいけないか。つまり、日本郵政にとって必要なことが日本経済全

体にとっても必要なことなのではないかと思っているのですが、例えばEV車に移行するに

必要なインフラ投資というものは膨大にあると思うのですけれども、例えばそういうもの

をファンドにして直接販売するとか、そうしますと、私が100％売ることと、そういう連携

をしながら、一石二鳥か三鳥かという、これはあまり欲張ってはいけないのですが、そう

いうことは可能なのではないかなと思っているというのが三点目です。 

 四点目はコメントですけれども、eコマースを本当に伸ばそうと思えば、私は郵便はやは

りeコマースで生きるしかないと思っていますが、最初から国際的なシェアを、マーケット

を相手にしないと、これは本当に日本の国内でもうまくいかないのではないかと思って、

そこはちょっと最初のほうの大きい表などでもグローバルなeコマースというものは左の

ほうにあるのですけれども、右のほうに行くとどこかへ消えてしまって、グローバルな展

開というものはぜひ考慮に残していただきたい。 

 以上であります。長くなりまして、すみません。 

○増田取締役兼代表執行役社長 どうもありがとうございます。順次、お答え申し上げた

いと思います。 

 まず、当社の株が一時期、売出しのときに比べてもずっと低迷しています。それで、復

興財源との関係で、どういうふうに売却を考えていくのか、1.2兆円を生み出さないのでは

ないかということなのですが、基本的に今までも、マイナーチェンジは我々のほうでいろ

いろ提案するのですが、大きな部分については政府のほうで民営化法、ユニバーサルサー

ビスの水準などについての議論等々、成立の経緯もあって、立法府の中でのいろいろな議

論がなされていくのではないかと思います。 

 現在の800円台では到底財源に足りませんけれども、会社としては、それをこれから５割

アップぐらいしないと駄目なのですが、それはコアビジネス等をそうやって評価できるも

のに切り替えるといったことに恐らく尽きるのであって、コアビジネスを中心にあまり絵

空事とか夢を見るような話をしてもいけませんので、それに多少、不動産ビジネス、それ
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から、新規ビジネスで出てくるもので市場の評価にたえるようなものをつくることによっ

て、これからの株式の売却に会社として努力していくということに尽きるのではないかと

思います。 

 一方で、当然のことながら、先ほど言いましたように、自社株買いとか。それから、配

当はまだまだ内部留保が随分ございますので、そういったものをまた適宜使うというのが

ありますが、これは後からの話であって、基本、今からずっと唱え続けておくのはコアビ

ジネス。後の御質問にもつながってきますが、特に国際的なシェアであるとか、EC市場を

どう取り込むかの辺りについて、きちんとした見通しをつけていく。それをお示しするこ

とに尽きるのかなと思います。 

 二点目ですが、金融２社を売却したときにどうするかという、大事なことはやはり売却

代金を将来のうちの会社の価値創造にどういうふうにそれを充当していくのかということ

ではないかなと思います。御承知のとおり、民営化した直後は全体として資産で15兆円ぐ

らい持っていまして、借金で借入れなしでずっと経営しているわけですが、厳しい経営環

境の中にあるので、常に危機意識は持ち続けなければいけないと思っています。 

 そういう中で、配当をただ単に金融２社から受け取って、それを自分たちの株の配当に

使うような形では駄目なので、しかもその配当がなくなるということですが、金融２社の

株式を売却したときに得られるまとまったお金を将来に向けてどういう投資に振り向ける

かという投資の優先順位、それと将来に向けた資産につなげていけるのかどうか、この辺

りの見極めが大変重要であって、私自身は経営の土台を損なうことのないように当然しな

ければいけない。 

 その点については、当面は保有割合50％程度までということですが、先ほど言いました

五つの要件それぞれ一つずつ、監督官庁のほうからもどういう状況になっているかという

のは細かく聞かれておりますし、これらをきちんと見極めて、それから得た資金を将来の

投資に回していきたい。特にDXの投資には相当な額を必要とするということでありますの

で、今、CIOのような形で本社の副社長に専門家を置き、あとは各社にも、それぞれの専門

家を増やしてきています。DXの次の展開の計画と絡めて、よく経営の状況を見ていきたい

と考えております。 

 要は、そのことによって経営にプラスになるような投資計画をきちんとつくって、それ

を実行していくということで、２社からの配当金がなくてもきちんと回っていくような企

業グループにしていきたい。特にグループの一体感から言いますと、これまでの契約もほ

とんど郵便局として販売している、そういう経緯がございます。郵便局モデル、そこはDX

で相当、対面モデルから変わっていきますが、郵便局への信頼感をベースにした金融商品

の販売というところは基本に据えていきたい。その上で収益を稼いでいくということにつ

なげていくのかなとは思います。 

 三点目ですが、物流インフラが非常に重要であることは言わずもがなでございまして、

特にやはり全体の中で物流インフラの伸びる要素は特にコロナ禍で非常に明暗が顕著にな
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ってきたと思います。ゆうパックは今、伸びが少し衰えてきていますが、ゆうパケット、

非常に小物のもの、差出口とか郵便受けに入るものは、物流のほうは非常に増えています。

郵便物は減っていくのはやむを得ませんので、どんどん物流のほうにシフトしていく。そ

れで、価格競争でない形にして切り換えていくということなので、これは恐らく本当に評

価される意味では、四番目の質問と一緒なのですが、国際的な物流とやはりつなげていか

ないといけないと思います。 

 四番目の国際物流のところがあまり書いていないのは、実は最終的にはもっと書くつも

りなのですが、トールの問題が今、同時並行で進行中なものですから、トールの問題はこ

の基本的な考え方から一切落としてあります。以前ですと、そこでトールのコントラクト

ですとかフォワーディングの部分について、もっと本来であれば書くのが筋なのだと思う

のですが、ちょっと非常に微妙な問題があって、エクスプレス事業の売却とも絡んでくる

部分もあるので、国際物流については御指摘いただく前から、ここは今回の中ではほとん

ど書いていないのだと我々自身も意識しています。 

 三番目の物流インフラをどう構築していくかは、基本はやはり国際物流とつなげていく。

しかも、それをフォワーディング等々とどういうふうに結びつけていくのかということに

なっていくと思います。全世界というものはとても難しいのですが、特にアジアです。ア

ジアについての国際物流のところと、それから、今、言った国内の物流インフラとどうつ

なげていくのか。それで、少し言い過ぎになってしまうかもしれませんが、トールをどう

マネジメントするかはすごく重要な問題ですが、それとは別に、主体はどこであれ、国際

物流についてと、それから、物流インフラをどう構築するか、それを日本郵便がどこまで

マネジメントできるか、場合によっては同業他社とどう組んでいくのかも含めて、そこの

ところはより中期経営計画の中ではっきり分かるようにしていきたいなという、今の時点

でそのように思っております。 

○岩田委員長 大変御丁寧なお答えをいただいて、大変ありがとうございます。 

 特段の御質問がなければ以上で終了といたしたいのですけれども、よろしいでしょうか。 

 それでは、増田社長、本日は大変ありがとうございました。 

○増田取締役兼代表執行役社長 ありがとうございました。 

○岩田委員長 以上で本日の議題は終了といたします。 

 事務局から何かございますでしょうか。 

○濱島事務局次長 事務局でございます。 

 次回の郵政民営化委員会の開催につきましては、別途連絡をさせていただきます。 

○岩田委員長 それでは、以上をもちまして、本日の郵政民営化委員会を閉会いたします。 

 なお、この後、私から記者会見を行うこととしています。 

 本日はありがとうございました。 

 

以上 


